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I. 我が国経済構造の概要



（単位：１０億円）

第１次産業 第２次産業 第３次産業 内生部門計 消費 投資 輸出 最終需要額計

第１次産業 1,623 8,156 1,449 11,227 3,659 517 135 4,311 15,538 ▲ 2,561 12,977

第２次産業 3,050 168,042 57,772 228,863 60,790 107,343 66,916 235,049 463,913 ▲ 85,681 378,232

第３次産業 2,047 60,865 171,094 234,006 349,315 41,443 24,067 414,826 648,831 ▲ 16,273 632,559

内生部門計 6,719 237,062 230,315 474,096 413,764 149,304 91,119 654,186 1,128,282 ▲ 104,514 1,023,768

雇用者所得 1,639 73,928 214,821 290,388

営業余剰 2,806 15,691 72,877 91,374

資本減耗引当 2,046 33,520 82,154 117,720

その他 ▲ 233 18,031 32,392 50,190

粗付加価値部門計 6,258 141,170 402,244 549,672

国内生産額 12,977 378,232 632,559 1,023,768
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我が国経済構造の概要【2019年延長産業連関表 名目表】
• 2019年の国内生産額は、名目表（時価評価、以下同様）では1,023.8兆円となった。
• このうち、第３次産業は632.6兆円と国内生産額の61.8％を占めている。
• 中間投入額は474.1兆円（国内生産額比46.3%）、粗付加価値額は549.7兆円（同53.7％）となった。
• 総需要額1,128.3兆円のうち、中間需要額は474.1兆円（総需要額比42.0％）、最終需要額は654.2兆円

（同58.0％）となった。

3

注）１．四捨五入の関係により、合計と内訳の和が一致しない場合がある。
２．基本分類を52部門分類に統合した産業連関表から作成。
３．52部門分類における第１次産業、第２次産業、第３次産業の区分はp.19参照。

図表1 2019年延長産業連関表 名目表



我が国経済構造の概要【2019年延長産業連関表 実質表】

4

図表2 2019年延長産業連関表 実質表

• 2019年の国内生産額は、実質表（2015年固定価格評価、以下同様）では1,003.5兆円となった。
• 中間投入額は467.9兆円（国内生産額比46.6%）、粗付加価値額は535.6兆円（同53.4％）となった。
• 総需要額1,110.0兆円のうち、中間需要額は467.9兆円（総需要額比42.2％）、最終需要額は642.1兆円

（同57.8％）となった。

注）１．四捨五入の関係により、合計と内訳の和が一致しない場合がある。
２．基本分類を52部門分類に統合した産業連関表から作成。
３．52部門分類における第１次産業、第２次産業、第３次産業の区分はp.19参照。

（単位：１０億円）

第１次産業 第２次産業 第３次産業 内生部門計 消費 投資 輸出 最終需要額計

第１次産業 1,568 8,095 1,490 11,152 3,766 462 130 4,358 15,510 ▲ 2,919 12,591

第２次産業 3,076 167,134 57,585 227,795 59,666 103,505 67,605 230,776 458,571 ▲ 87,628 370,943

第３次産業 1,995 59,446 167,469 228,910 343,055 40,265 23,651 406,971 635,881 ▲ 15,915 619,965

内生部門計 6,638 234,675 226,544 467,857 406,487 144,232 91,386 642,105 1,109,962 ▲ 106,463 1,003,499

雇用者所得 1,639 73,928 214,821 290,388

営業余剰 2,806 15,691 72,877 91,374

資本減耗引当 2,046 33,520 82,154 117,720

その他 ▲ 538 13,129 23,569 36,160

粗付加価値部門計 5,953 136,268 393,421 535,642

国内生産額 12,591 370,943 619,965 1,003,499
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参考 我が国経済構造の概要【2019年の経済循環構造 名目表】

5注）１．産業連関表（名目表）から作成。
２．四捨五入の関係により、合計と内訳の和が一致しない場合がある。

(単位：10億円)

産業間の取引

　　　　　　　　　<産出>

15,131 309,380 89,253 147,670 1,633 91,119

家計外消費支出 15,131

雇用者所得 290,388

営業余剰 91,374

資本減耗引当 117,720

間接税 38,029

補助金 ▲ 2,971

輸入 104,514

<

投

入

>

家

計

外

消

費

支

出

民

間

消

費

支

出

一

般

政

府

消

費

支

出

<

外

生

部

門

>

<

生

産

側

>

在

庫

純

増

輸

出

<

内

生

部

門

>

国

内

総

固

定

資

本

形

成

総需要 1,128,282

国内生産額 1,023,768

中間需要

＜内生部門＞

474,096

最終需要

＜外生部門＞

654,186

輸入 104,514

総

供

給

国

内

生

産

額

粗

付

加

価

値

1,128,282

1,023,768

474,096

549,672

国

内

総

生

産

国内総生産

＜支出側＞

中

間

投

入



2015年 2018年 2019年

基本表 延長表 延長表

（兆円） （兆円） （兆円）

国内生産額 989.9 1,009.5 1,003.5 1.4 ▲ 0.6 90.6 90.4 90.4

中間投入額 (46.5) (46.9) (46.6)

＝中間需要額 42.1 42.4 42.2

粗付加価値額 529.9 536.5 535.6 1.1 ▲ 0.2 (53.5) (53.1) (53.4)

最終需要額計 632.1 643.2 642.1 1.6 ▲ 0.2 57.9 57.6 57.8

国内最終需要 545.3 549.6 550.7 1.0 0.2 49.9 49.2 49.6

消 費 407.9 405.9 406.5 ▲ 0.3 0.1 37.3 36.4 36.6

投 資 137.4 143.7 144.2 4.9 0.4 12.6 12.9 13.0

輸出 86.8 93.5 91.4 5.3 ▲ 2.3 7.9 8.4 8.2

輸入 102.2 106.7 106.5 4.2 ▲ 0.2 9.4 9.6 9.6

総供給額＝総需要額 1,092.1 1,116.2 1,110.0 1.6 ▲ 0.6 100.0 100.0 100.0

構成比（％）

2015年 2019年2018年

2019年

／2018年

伸び率

（%）

▲ 1.1

2019年

／2015年

伸び率

（%）

1.7460.0 473.0 467.9

実

　

質

　

表

我が国経済構造の概要【主要項目の推移】

2019年の主要項目の推移を実質表でみると、総供給額（総需要額）は対2015年比で1.6％の増加、
対2018年比で▲0.6％の減少。また、輸出はそれぞれ同5.3％の増加、▲2.3％の減少。

6

注）１．四捨五入の関係により、合計と内訳の和が一致しない場合がある。
２．表中の括弧内は国内生産額に対する構成比。
３．総供給額＝国内生産額＋輸入、総需要額＝中間需要額＋最終需要額。
４．2015年基本表は、延長産業連関表の概念に合わせるため、「2015年産業連関表」の計数を再編加工している。

そのため、計数は「2015年産業連関表」の公表値とは一致しない。

図表3



2015年 2018年 2019年 2015年 2018年 2019年

合計 989.9 1,009.5 1,003.5 1.4 ▲ 0.6 100.0 100.0 100.0

財 375.9 391.9 383.5 2.0 ▲ 2.1 38.0 38.8 38.2

一次産品 13.7 13.4 13.3 ▲ 2.8 ▲ 0.5 1.4 1.3 1.3

製造工業製品 301.3 316.3 307.5 2.0 ▲ 2.8 30.4 31.3 30.6

素材型 109.5 112.1 108.5 ▲ 0.8 ▲ 3.2 11.1 11.1 10.8

加工組立型 124.5 134.8 130.1 4.5 ▲ 3.5 12.6 13.4 13.0

その他の製品 67.4 69.4 68.9 2.3 ▲ 0.7 6.8 6.9 6.9

建設 60.8 62.2 62.7 3.0 0.8 6.1 6.2 6.2

サービス 614.0 617.6 620.0 1.0 0.4 62.0 61.2 61.8

商業 95.5 93.4 92.6 ▲ 3.0 ▲ 0.8 9.6 9.2 9.2

金融・不動産 116.2 117.2 117.1 0.8 ▲ 0.0 11.7 11.6 11.7

運輸・情報通信 95.4 99.3 99.9 4.7 0.6 9.6 9.8 10.0

公共サービス 166.8 166.2 167.4 0.4 0.7 16.8 16.5 16.7

その他のサービス 140.2 141.6 143.0 2.0 1.0 14.2 14.0 14.2

2019年

／2018

年

構成比（％）
2019年

／2015

年

国内生産額(兆円）

我が国経済構造の概要【生産構造①】

2019年の国内生産額は、対2015年比では財、サービスが増加に寄与し1.4％の増加、対2018年比で
はサービスが増加したものの財が減少に寄与し▲0.6％の減少。

7
注）１．基本分類を52部門分類に統合した産業連関表（実質表）から作成。

２．52部門分類における財、サービスの区分はp.19参照。
３．四捨五入の関係により、合計と内訳の和が一致しない場合がある。

図表4



我が国経済構造の概要【生産構造②】

対2018年比でみた2019年の財の減少には、「鉄鋼」、「生産用機械」等の減少が寄与。同サービスの増加
には、「その他の対事業所サービス」、「教育・研究」等の増加が寄与。

図表5 2019年国内生産額の部門別寄与度（対2018年伸び率寄与度）

8注）１．基本分類を52部門分類に統合した産業連関表（実質表）から作成。
２．52部門分類における財、サービスの区分はp.19参照。



『財』に区分される産業 『サービス』に区分される産業

製造工業製品

素材型
加工

組立型

その他

の製品

46.5 63.1 52.1 65.6 67.6 66.7 60.5 53.1 36.3 30.1 21.0 43.3 41.2 42.6

「財」 24.0 47.3 35.5 51.3 54.1 54.1 41.7 29.8 9.8 4.5 1.7 7.0 16.3 14.1

「サービス」 22.5 15.9 16.6 14.3 13.5 12.6 18.8 23.4 26.5 25.6 19.2 36.2 24.9 28.5

計 46.9 63.1 53.3 65.4 66.7 66.9 60.3 53.8 36.5 30.5 20.9 43.1 41.5 43.0

「財」 24.2 47.2 35.9 51.1 52.9 54.4 41.6 30.0 9.6 4.4 1.6 6.6 16.1 14.2

「サービス」 22.6 15.9 17.4 14.3 13.8 12.5 18.7 23.8 26.9 26.0 19.2 36.4 25.4 28.8

2015年差 計 0.4 0.0 1.2 ▲ 0.2 ▲ 0.9 0.2 ▲ 0.2 0.6 0.2 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.3 0.5

「財」 0.2 ▲ 0.1 0.5 ▲ 0.3 ▲ 1.2 0.3 ▲ 0.1 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.1 0.1

「サービス」 0.2 0.1 0.8 0.0 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.4 0.4 0.4 0.0 0.2 0.4 0.4

46.6 62.9 52.5 65.2 66.8 66.5 60.3 53.9 36.5 30.5 21.2 42.9 41.4 42.9

「財」 23.8 46.9 35.7 50.9 53.1 54.0 41.5 29.6 9.5 4.4 1.6 6.5 15.9 14.0

「サービス」 22.8 16.0 16.8 14.3 13.7 12.5 18.7 24.3 27.0 26.1 19.6 36.4 25.6 28.8

2015年差 0.2 ▲ 0.2 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.8 ▲ 0.2 ▲ 0.2 0.8 0.3 0.4 0.2 ▲ 0.4 0.2 0.3

「財」 ▲ 0.2 ▲ 0.4 0.3 ▲ 0.4 ▲ 1.0 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.1

「サービス」 0.3 0.2 0.2 ▲ 0.0 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.9 0.5 0.6 0.4 0.1 0.6 0.4

2018年差 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.8 ▲ 0.2 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.1 0.1 0.0 0.0 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.2

「財」 ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.2 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.0 ▲ 0.4 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.2

「サービス」 0.2 0.1 ▲ 0.6 ▲ 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.0 ▲ 0.0 0.5 0.1 0.1 0.3 ▲ 0.1 0.2 ▲ 0.0
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我が国経済構造の概要【中間投入率】
• 2019年の全産業における中間投入率を対2015年差でみると、財は低下したものの、サービスが上昇し

たため、合計（全体）では0.2％ポイント上昇。対2018年差でみると、サービスは上昇したものの、財が
低下したため、合計では▲0.2％ポイント低下。

• 2019年の中間投入率を産業別にみると、対2015年差では商業、その他のサービス等により上昇し、対
2018年差では一次産品、加工組立型等により低下。

9

注）１．基本分類を52部門分類に統合した産業連関表（実質表）から作成。
２．52部門分類における財、サービスの区分はp.19参照。
３．四捨五入の関係により、合計と内訳の和が一致しない場合がある。
４．中間投入率とは、国内生産額に対する中間投入額（生産のために自産業及び他産業から、財やサービスの原材料を購入した額）の比率。

図表6



我が国経済構造の概要【輸出入比率】

• 2019年の輸出入比率（合計）は、輸入比率が10.5％、輸出比率が9.1％。
• 同輸入比率を産業別にみると、一次産品が60％超と高いが、2015年と比較して▲0.8％ポイント低下、

2018年と比較して▲0.4％ポイント低下。
• 同輸出比率を産業別にみると、加工組立型が35%超と高いが、2015年と比較して▲0.5％ポイント低

下、2018年と比較して▲0.9％ポイント低下。

図表7 【2015・2018・2019年における財・サービス別輸出入比率】

10

注）１．基本分類を52部門分類に統合した産業連関表（実質表）から作成。
２．52部門分類における財、サービスの区分はp.19参照。
３．輸入比率＝輸入額／国内需要額（国内生産額＋輸入額－輸出額）
４．輸出比率＝輸出額／国内生産額



II. 経済波及効果分析



2015年差 2018年差

順位 全産業平均 1.8216 1.8206 1.8122 ▲ 0.0094 ▲ 0.0084

1 乗用車 2.7237 2.7187 2.6995 ▲ 0.0242 ▲ 0.0192

2 その他の自動車 2.7094 2.6791 2.6621 ▲ 0.0472 ▲ 0.0169

3 鉄鋼 2.4831 2.4912 2.4513 ▲ 0.0318 ▲ 0.0398

4 自動車部品・同附属品 2.4491 2.4418 2.4303 ▲ 0.0188 ▲ 0.0115

5 広告 2.2419 2.2555 2.2371 ▲ 0.0048 ▲ 0.0184

6 パルプ・紙・紙加工品 2.1172 2.1419 2.1204 0.0032 ▲ 0.0215

7 その他の情報通信 1.9984 2.0259 2.0186 0.0202 ▲ 0.0073

8 その他の輸送機械 2.0439 2.0332 2.0078 ▲ 0.0362 ▲ 0.0255

9 化学基礎製品 2.0601 2.0119 1.9938 ▲ 0.0664 ▲ 0.0182

10 飲食料品 1.9660 1.9767 1.9744 0.0084 ▲ 0.0023

逆行列係数の列和（全体波及）

2015年 2018年 2019年

経済波及効果分析【生産波及力①】

生産波及力の大きい産業を名目表でみると、自動車関連（乗用車、その他の自動車、自動車部品・同附
属品）が上位を占めている。

注）１．基本分類を52部門分類に統合した産業連関表（名目表）から作成。
２．「全産業平均」には、「その他（事務用品、分類不明）」を含む。
３．生産波及力とは、ある産業に対する単位需要が発生した時に、直接・間接に誘発される自部門及び他部門への生産に与える総効果。
４．生産波及力（全体波及）は、逆行列係数表の列和により算出。
５．逆行列係数とは、ある部門に対して新たな最終需要が1単位発生した場合に、当該部門の生産のために必要とされる（中間投入される）財・サービス

の需要を通して、各部門の生産がどれだけ発生するか、つまり、直接・間接の生産波及の大きさを示す係数のこと。 12

図表8



2015年差 2018年差

順位 全産業平均 0.7055 0.7048 0.6982 ▲ 0.0072 ▲ 0.0065

1 乗用車 1.7237 1.7187 1.6995 ▲ 0.0242 ▲ 0.0192

2 その他の自動車 1.6678 1.6386 1.6193 ▲ 0.0485 ▲ 0.0193

3 広告 1.2205 1.2345 1.2171 ▲ 0.0034 ▲ 0.0174

4 金属製品 0.9442 0.9198 0.9007 ▲ 0.0435 ▲ 0.0191

5 民生用電気機器 0.9123 0.8900 0.8962 ▲ 0.0162 0.0062

6 その他の情報通信 0.8791 0.8958 0.8824 0.0033 ▲ 0.0135

7 自動車部品・同附属品 0.8545 0.8755 0.8691 0.0146 ▲ 0.0064

8 建設補修 0.8790 0.8710 0.8579 ▲ 0.0210 ▲ 0.0131

9 化学最終製品 0.8559 0.8404 0.8187 ▲ 0.0372 ▲ 0.0216

10 産業用電気機器 0.8276 0.8242 0.8167 ▲ 0.0108 ▲ 0.0075

逆行列係数の自交点を除く列和（他部門波及）

2015年 2018年 2019年

経済波及効果分析【生産波及力②】

他部門への生産波及力の大きい産業をみると、自動車関連（乗用車、その他の自動車）が上位を占めて
いる。また、この両部門は全産業平均を大きく上回っており、その影響力は非常に大きい。

注）１．基本分類を52部門分類に統合した産業連関表（名目表）から作成。
２．「全産業平均」には、「その他（事務用品、分類不明）」を含む。
３．他部門への生産波及力とは、ある産業に対する単位需要が発生した時に、直接・間接に誘発される他部門への生産に与える総効果。
４．生産波及力（他部門波及）は、逆行列係数表の列和から自部門分の値を差し引くことにより算出。
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図表9



全体波及グラフ

2015年差 2018年差 2015年差 2018年差

全産業平均 1.8216 1.8206 1.8122 ▲ 0.0094 ▲ 0.0084 0.7055 0.7048 0.6982 ▲ 0.0072 ▲ 0.0065

01 農林漁業　　　　　 1.7796 1.7673 1.7695 ▲ 0.0101 0.0022 0.6455 0.6333 0.6315 ▲ 0.0140 ▲ 0.0018

02 石炭・原油・天然ガス 1.5708 1.6013 1.5679 ▲ 0.0030 ▲ 0.0334 0.5704 0.6009 0.5675 ▲ 0.0029 ▲ 0.0334

03 その他の鉱業 1.6825 1.6943 1.6893 0.0068 ▲ 0.0050 0.6819 0.6938 0.6888 0.0068 ▲ 0.0050

04 飲食料品 1.9660 1.9767 1.9744 0.0084 ▲ 0.0023 0.7641 0.7729 0.7701 0.0061 ▲ 0.0027

05 繊維工業製品 1.8089 1.7789 1.7633 ▲ 0.0457 ▲ 0.0157 0.6563 0.6400 0.6245 ▲ 0.0318 ▲ 0.0155

06 衣服・その他の繊維既製品1.7822 1.7510 1.7387 ▲ 0.0435 ▲ 0.0123 0.7776 0.7471 0.7348 ▲ 0.0428 ▲ 0.0123

07 製材・木製品・家具 1.8711 1.8837 1.8740 0.0028 ▲ 0.0097 0.7485 0.7543 0.7470 ▲ 0.0015 ▲ 0.0073

08 パルプ・紙・紙加工品 2.1172 2.1419 2.1204 0.0032 ▲ 0.0215 0.7141 0.7165 0.6995 ▲ 0.0146 ▲ 0.0169

09 化学基礎製品 2.0601 2.0119 1.9938 ▲ 0.0664 ▲ 0.0182 0.6331 0.6224 0.6176 ▲ 0.0155 ▲ 0.0048

10 化学最終製品 1.9271 1.9111 1.8898 ▲ 0.0372 ▲ 0.0213 0.8559 0.8404 0.8187 ▲ 0.0372 ▲ 0.0216

11 石油・石炭製品 1.1435 1.1340 1.1363 ▲ 0.0073 0.0023 0.0880 0.0832 0.0860 ▲ 0.0021 0.0028

12 プラスチック・ゴム製品 1.9503 1.9430 1.9255 ▲ 0.0249 ▲ 0.0175 0.7208 0.7027 0.6828 ▲ 0.0380 ▲ 0.0199

13 窯業・土石製品 1.6795 1.6763 1.6626 ▲ 0.0169 ▲ 0.0137 0.6009 0.5996 0.5863 ▲ 0.0146 ▲ 0.0134

14 鉄鋼 2.4831 2.4912 2.4513 ▲ 0.0318 ▲ 0.0398 0.4800 0.4944 0.4920 0.0120 ▲ 0.0024

15 非鉄金属 1.8112 1.7947 1.7693 ▲ 0.0418 ▲ 0.0253 0.4632 0.4584 0.4544 ▲ 0.0088 ▲ 0.0040

16 金属製品 2.0146 1.9908 1.9724 ▲ 0.0421 ▲ 0.0184 0.9442 0.9198 0.9007 ▲ 0.0435 ▲ 0.0191

17 はん用機械 1.9452 1.9423 1.9331 ▲ 0.0121 ▲ 0.0092 0.7965 0.7883 0.7777 ▲ 0.0188 ▲ 0.0106

18 生産用機械 1.8981 1.8903 1.8813 ▲ 0.0168 ▲ 0.0090 0.7576 0.7508 0.7376 ▲ 0.0199 ▲ 0.0132

19 業務用機械 1.8211 1.8034 1.7993 ▲ 0.0218 ▲ 0.0041 0.7575 0.7496 0.7467 ▲ 0.0108 ▲ 0.0029

20 電子部品 1.8096 1.8431 1.8221 0.0124 ▲ 0.0211 0.5991 0.6094 0.6005 0.0015 ▲ 0.0088

21 産業用電気機器 1.9453 1.9658 1.9593 0.0140 ▲ 0.0065 0.8276 0.8242 0.8167 ▲ 0.0108 ▲ 0.0075

22 民生用電気機器 1.9680 1.9448 1.9530 ▲ 0.0150 0.0082 0.9123 0.8900 0.8962 ▲ 0.0162 0.0062

23 その他の電気機械 1.8279 1.8312 1.8152 ▲ 0.0127 ▲ 0.0159 0.7930 0.7948 0.7816 ▲ 0.0114 ▲ 0.0132

24 情報通信機器 1.8274 1.8377 1.8180 ▲ 0.0094 ▲ 0.0197 0.8175 0.8285 0.8086 ▲ 0.0089 ▲ 0.0198

25 乗用車 2.7237 2.7187 2.6995 ▲ 0.0242 ▲ 0.0192 1.7237 1.7187 1.6995 ▲ 0.0242 ▲ 0.0192

26 その他の自動車 2.7094 2.6791 2.6621 ▲ 0.0472 ▲ 0.0169 1.6678 1.6386 1.6193 ▲ 0.0485 ▲ 0.0193

27 自動車部品・同附属品 2.4491 2.4418 2.4303 ▲ 0.0188 ▲ 0.0115 0.8545 0.8755 0.8691 0.0146 ▲ 0.0064

28 その他の輸送機械 2.0439 2.0332 2.0078 ▲ 0.0362 ▲ 0.0255 0.8381 0.8184 0.8086 ▲ 0.0295 ▲ 0.0097

29 その他の製造工業製品 1.8082 1.8144 1.8044 ▲ 0.0038 ▲ 0.0099 0.7640 0.7751 0.7658 0.0018 ▲ 0.0093

30 建築 1.8280 1.8244 1.8078 ▲ 0.0202 ▲ 0.0166 0.8280 0.8244 0.8078 ▲ 0.0202 ▲ 0.0166

31 建設補修 1.8838 1.8758 1.8627 ▲ 0.0210 ▲ 0.0131 0.8790 0.8710 0.8579 ▲ 0.0210 ▲ 0.0131

32 公共事業 1.7354 1.7322 1.7354 0.0000 0.0032 0.7354 0.7322 0.7354 0.0000 0.0032

33 その他の土木建設 1.7467 1.7412 1.7427 ▲ 0.0040 0.0015 0.7467 0.7412 0.7427 ▲ 0.0040 0.0015

34 電力 1.4893 1.4901 1.4923 0.0030 0.0022 0.3770 0.3836 0.3834 0.0064 ▲ 0.0002

35 ガス・熱供給 1.3733 1.3813 1.4103 0.0370 0.0290 0.3614 0.3697 0.3983 0.0369 0.0286

36 水道 1.7996 1.8254 1.8294 0.0298 0.0041 0.6978 0.7282 0.7349 0.0371 0.0066

37 廃棄物処理 1.5148 1.5021 1.4906 ▲ 0.0242 ▲ 0.0116 0.5126 0.4998 0.4881 ▲ 0.0245 ▲ 0.0116

38 商業 1.4433 1.4478 1.4550 0.0117 0.0072 0.4189 0.4243 0.4320 0.0131 0.0076

39 金融・保険・不動産 1.3027 1.3041 1.3085 0.0058 0.0044 0.1975 0.1965 0.1981 0.0006 0.0015

40 運輸・郵便 1.5258 1.5165 1.5037 ▲ 0.0222 ▲ 0.0129 0.3994 0.4021 0.3966 ▲ 0.0028 ▲ 0.0055

41 通信・放送 1.8118 1.8391 1.8460 0.0343 0.0069 0.6036 0.6192 0.6316 0.0280 0.0124

42 情報サービス 1.6001 1.5991 1.6004 0.0003 0.0013 0.5689 0.5671 0.5682 ▲ 0.0007 0.0011

43 その他の情報通信 1.9984 2.0259 2.0186 0.0202 ▲ 0.0073 0.8791 0.8958 0.8824 0.0033 ▲ 0.0135

44 公務 1.6348 1.6363 1.6479 0.0131 0.0116 0.6330 0.6345 0.6461 0.0131 0.0116

45 教育・研究 1.4557 1.4583 1.4594 0.0037 0.0010 0.4553 0.4580 0.4590 0.0037 0.0010

46 医療・福祉 1.5487 1.5370 1.5334 ▲ 0.0153 ▲ 0.0036 0.5325 0.5203 0.5172 ▲ 0.0153 ▲ 0.0031

47 他に分類されない会員制団体1.5672 1.5539 1.5579 ▲ 0.0092 0.0040 0.5664 0.5532 0.5571 ▲ 0.0092 0.0039

48 物品賃貸サービス 1.4673 1.4915 1.4787 0.0113 ▲ 0.0129 0.4595 0.4840 0.4710 0.0115 ▲ 0.0130

49 広告 2.2419 2.2555 2.2371 ▲ 0.0048 ▲ 0.0184 1.2205 1.2345 1.2171 ▲ 0.0034 ▲ 0.0174

50 その他の対事業所サービス1.5314 1.5294 1.5204 ▲ 0.0110 ▲ 0.0090 0.3825 0.3781 0.3671 ▲ 0.0154 ▲ 0.0109

51 対個人サービス 1.7132 1.7175 1.7158 0.0026 ▲ 0.0017 0.6965 0.7011 0.6984 0.0019 ▲ 0.0027

52 その他 2.0857 2.0932 2.0946 0.0089 0.0013 1.0791 1.0867 1.0880 0.0089 0.0013

2019年
2019年

逆行列係数の列和

全体波及 他部門波及※

2015年 2018年 2019年
2019年

2015年 2018年

1.00 1.50 2.00 2.50 3.00

2015年

2018年

2019年

図表10 参考 経済波及効果分析【生産波及力】
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全体波及は大きいが、
そのほとんどが自部門へ
の投入による生産波及
であるため、他部門波
及は小さい

全産業平均の生産波及力
はほぼ横ばいで推移

注）１．基本分類を52部門分類に統合した産業連関表（名目表）から作成。
２．「全産業平均」には、「その他（事務用品、分類不明）」を含む。

乗用車などの生産波及力が大
きい自動車産業は、中間投入
割合の低下により、全体波及及
び他部門波及とも2018年から
低下



対2015年伸び率 対2018年伸び率 2015年差 2018年差 2015年差 2018年差

消　費 603,387 610,838 613,377 1.7 0.4 1.4794 1.4804 1.4824 0.0031 0.0020 61.0 59.6 59.9 ▲ 1.0 0.3

　家計外消費支出 24,234 24,442 24,274 0.2 ▲ 0.7 1.6096 1.6071 1.6043 ▲ 0.0054 ▲ 0.0028 2.4 2.4 2.4 ▲ 0.1 ▲ 0.0

　民間消費支出 444,278 450,312 451,459 1.6 0.3 1.4537 1.4571 1.4592 0.0055 0.0021 44.9 43.9 44.1 ▲ 0.8 0.2

　一般政府消費支出 134,875 136,084 137,643 2.1 1.1 1.5468 1.5401 1.5422 ▲ 0.0047 0.0021 13.6 13.3 13.4 ▲ 0.2 0.2

投　資 217,233 232,620 235,228 8.3 1.1 1.5806 1.5789 1.5755 ▲ 0.0051 ▲ 0.0034 21.9 22.7 23.0 1.0 0.3

　公的資本形成 46,275 49,143 51,115 10.5 4.0 1.6444 1.6428 1.6415 ▲ 0.0029 ▲ 0.0012 4.7 4.8 5.0 0.3 0.2

　民間資本形成 170,581 179,976 181,602 6.5 0.9 1.5680 1.5644 1.5584 ▲ 0.0096 ▲ 0.0060 17.2 17.6 17.7 0.5 0.2

　在庫純増 377 3,500 2,510 - - 0.7496 1.4752 1.5370 0.7874 0.0618 0.0 0.3 0.2 0.2 ▲ 0.1

輸　出 169,300 181,933 175,164 3.5 ▲ 3.7 1.9512 1.9451 1.9224 ▲ 0.0288 ▲ 0.0227 17.1 17.7 17.1 0.0 ▲ 0.6

最終需要計 989,920 1,025,390 1,023,768 3.4 ▲ 0.2 1.5662 1.5691 1.5649 ▲ 0.0012 ▲ 0.0042 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0

2019年

生産誘発依存度（％）

2015年 2018年2019年 2019年2015年 2018年 2015年 2018年

生産誘発額（10億円、％） 生産誘発係数

経済波及効果分析【生産誘発額・生産誘発係数・生産誘発依存度】

• 2019年の生産誘発額は、消費による誘発額が最も大きく、対2015年比、対2018年比で増加している。
投資による誘発額は対2015年比、対2018年比で増加している一方、輸出による誘発額は対2015年
比では増加しているものの、対2018年比で▲3.7％減少している。

• 生産誘発係数は、輸出が最も大きいものの、2015年、2018年と比較すると、いずれも低下している。
• 生産誘発依存度は、投資が対2015年差、対2018年差とも上昇、輸出が対2015年差では横ばい、対

2018年差では低下している。消費は対2015年差では低下、対2018年差では上昇している。

図表11 【2015・2018・2019年における生産誘発額・生産誘発係数・生産誘発依存度の比較】
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注）１．産業連関表（名目表）から作成。
２．生産誘発額とは、各年の国内生産額がどの最終需要によってどれくらい誘発されたかを示したもの。
３．生産誘発係数とは、最終需要が１単位増加または減少した時に生産をどれだけ誘発するかを示したもの。
４．生産誘発依存度とは、生産誘発額の合計額に対する最終需要項目別生産誘発額の割合。
５．在庫純増の生産誘発額はマイナスの値をとることもあること、振幅が大きくなり過ぎてしまうこともあるため、伸び率の記載をしていない。



経済波及効果分析【生産誘発依存度】

• 2019年の生産誘発依存度は、民間消費支出による依存度が44.1％と最も高く、対2015年差では
▲0.8％ポイント低下しているものの、対2018年差では0.2％ポイント上昇している。

• 一方、民間資本形成による依存度は、対2015年差では0.5ポイント上昇し、対2018年差では0.1％
ポイント上昇している。

図表12 【2015・2018・2019年における生産誘発依存度の比較】

16注）産業連関表（名目表）から作成。



経済波及効果分析【影響力係数と感応度係数①】
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「財（建設部門を除く。）」について、2019年の影響力係数と感応度係数をみると、
• 産業全体に与える影響が大きく、産業全体から受ける影響も大きい部門【Ⅰ】は、「鉄鋼」、「自動車部品・同附属品」等。
• 産業全体に与える影響が大きく、産業全体から受ける影響は小さい部門【Ⅳ】は、「乗用車」、「その他の自動車」等。
• 産業全体に与える影響が小さく、産業全体から受ける影響は大きい部門【Ⅱ】は、「石油・石炭製品」等。
• 産業全体に与える影響が小さく、産業全体から受ける影響も小さい部門【Ⅲ】は、「石炭・原油・天然ガス」等。

注）１．基本分類を52部門分類に統合した産業連関表（名目表）から作成。
２．52部門分類における財、サービスの区分はp.19参照。
３．影響力係数とは、逆行列の各列和を全産業の列和の平均値で除したものであり、全産業に及ぼす総効果が相対的にどの産業で大きいかをみることができる。この係数が1より大きい産

業は、産業全体に与える影響が大きい。
４．感応度係数とは、逆行列の各行和を全産業の行和の平均値で除したものであり、他の全産業の生産活動から受ける効果が相対的にどの産業で大きいかをみることができる。この係数

が1より大きい産業は、産業全体から受ける影響が大きい。

図表13

【Ⅱ】

【Ⅲ】 【Ⅳ】



経済波及効果分析【影響力係数と感応度係数②】
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「財（建設）及びサービス」について、2019年の影響力係数と感応度係数をみると、
• 産業全体に与える影響が大きく、産業全体から受ける影響も大きい部門【Ⅰ】は、「その他の情報通信」等。
• 産業全体に与える影響が大きく、産業全体から受ける影響は小さい部門【Ⅳ】は、「広告」等。
• 産業全体に与える影響が小さく、産業全体から受ける影響は大きい部門【Ⅱ】は、「その他の対事業所サービス」等。
• 産業全体に与える影響が小さく、産業全体から受ける影響も小さい部門【Ⅲ】は、「ガス・熱供給」、「教育・研究」等。

注）１．基本分類を52部門分類に統合した産業連関表（名目表）から作成。
２．52部門分類における財、サービスの区分はp.19参照。
３．影響力係数とは、逆行列の各列和を全産業の列和の平均値で除したものであり、全産業に及ぼす総効果が相対的にどの産業で大きいかをみることができる。この係数が1より大きい産

業は、産業全体に与える影響が大きい。
４．感応度係数とは、逆行列の各行和を全産業の行和の平均値で除したものであり、他の全産業の生産活動から受ける効果が相対的にどの産業で大きいかをみることができる。この係数

が1より大きい産業は、産業全体から受ける影響が大きい。

図表14

【Ⅱ】

【Ⅲ】 【Ⅳ】



（補足）我が国経済構造の概要及び経済波及効果分析で用いた産業連関表

基本分類を52分類に統合した産業連関表（pp.4,6-10 実質表、pp.3,5,12-18 名目表）を使用。
52分類における「財」、「サービス」の区分等は以下のとおり。

19

１． 第１～３次産業の内訳や、５２部門分類における「財」、「サービス」の内訳は以下のとおり。

＜PP.3ー4における第１～３次産業の内訳＞

① 第１次産業 農林漁業

② 第２次産業

③ 第３次産業

＜PP.7ー10,17-18における「財」、「サービス」の内訳＞

①＜財＞ 一次産品： 農林漁業、石炭・原油・天然ガス、その他の鉱業

素材型：

加工組立型：

その他の製品： 飲食料品、衣服・その他の繊維既製品、化学最終製品、その他の製造工業製品

建設： 建築、建設補修、公共事業、その他の土木建設

②＜サービス＞ 商業： 商業

金融・不動産： 金融・保険・不動産

運輸・情報通信： 運輸・郵便、通信・放送、情報サービス、その他の情報通信

公共サービス： 電力、ガス・熱供給、水道、廃棄物処理、公務、教育・研究、医療・福祉

その他のサービス： 他に分類されない会員制団体、物品賃貸サービス、広告、その他の対事業所サービス、

対個人サービス、その他

２．　「2015年」、「2018年」、「2019年」は、それぞれ「2015年産業連関表（基本表）」、「2018年延長産業連関表」、「2019年延長産業連関表」

を指す。

電力、ガス・熱供給、水道、廃棄物処理、商業、金融・保険・不動産、運輸・郵便、通信・放送、情報サービス、その他の情報通信、公

務、教育・研究、医療・福祉、他に分類されない会員制団体、物品賃貸サービス、広告、その他の対事業所サービス、対個人サービス、

その他

繊維工業製品、製材・木製品・家具、パルプ・紙・紙加工品、化学基礎製品、石油・石炭製品、プラスチック・ゴム製品、窯

業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品

はん用機械、生産用機械、業務用機械、電子部品、産業用電気機器、民生用電気機器、その他の電気機械、情報通信

機器、乗用車、その他の自動車、自動車部品・同附属品、その他の輸送機械

石炭・原油・天然ガス、その他の鉱業、飲食料品、繊維工業製品、衣服・その他の繊維既製品、製材・木製品・家具、パルプ・紙・紙加

工品、化学基礎製品、化学最終製品、石油・石炭製品、プラスチック・ゴム製品、窯業・土石製品、鉄鋼、非鉄金属、金属製品、はん

用機械、生産用機械、業務用機械、電子部品、産業用電気機器、民生用電気機器、その他の電気機械、情報通信機器、乗用車、

その他の自動車、自動車部品・同附属品、その他の輸送機械、その他の製造工業製品、建築、建設補修、公共事業、その他の土木

建設
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